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第 220 号 

中医協、薬価制度の抜本的改革の骨子とりまと
め、医療経済実態調査結果について議論 

中医協は 11 月 22 日、24 日に薬価専門部会、総会を

開催し、薬価制度の抜本的改革の骨子とりまとめ、医療

経済実態調査結果について議論を行いました。 

薬価専門部会では、薬価制度の抜本的改革の骨子と

りまとめ案について、安部委員（日薬常務理事）は、先発

メーカーの特許実施権を受けるなどで通常より早く収載

されるオーソライズドジェネリック（ＡＧ）は「実際の乖離率

以上に下がっていくというイメージが先行し、取り扱いを

躊躇してしまう薬局がある」と指摘し、適正な周知を求め

ました。また、上出専門委員（アステラス）は、長期収載

品の薬価等の見直し案について「先発品と後発品の両

方に大きな影響がある。今回の緩和措置が十分かどう

か、慎重に検討すべき」と主張しました。 

総会では、第２１回医療経済実態調査（医療機関等調

査）の結果報告を受けました。 

保険薬局全体の収益差額率は前々年度 8.4％、前年

度 7.8％であり、前々年度と前年の比較では、収益金額

の伸び率は0.2ポイント減、介護収益の伸び率は2.7ポイ

ント減、費用の伸び率は 0.4 ポイント増加しました。 

保険薬局について幸野委員（健保連理事）は「大病院

門前、敷地内、医療モールなど、高い収益となっている。

医薬分業が歪んでいるのではないか。この辺についても

改革が必要」と指摘しました。 

調剤報酬の適正な保険請求に係る自主点検、  

近日中に再実施 
本年 4 月と 8 月に調剤報酬の不正請求事案（処方せ

ん付け替え）が発覚したことを受け、本会では自主点検

を実施しましたが、その後、10 月末にも別法人において

同様の事案が行われていた旨、報道がありました。 

本会としてはこのような状況を重く受け止め、既に実

施した自主点検の内容を再度確認して頂くことを予定し

ております。なお、自主点検内容の再確認の実施につい

ては厚生労働省医療指導監査室からも依頼されていま

す。 

詳細は、近日中に今後都道府県薬剤師会を通じてお

知らせする予定です。各薬局におかれては、年末のご多

忙のところお手数お掛けいたしますが、適正に保険請求

等が行われていることを再度確認して頂き、ご報告いた

だけますよう、お願い申し上げます。 

国民医療を守るための総決起集会（開催報告） 

標記総決起集会が11月22日（水）、賛同者約800人の

参加を得て、憲政記念館講堂にて開催されました。 

同総決起大会は、本会も参加している国民医療推進

協議会が「国民医療を守るための国民運動」の一環とし

て開催したものです。 

当日は参加者全員の総意として、「一、国民が将来に

わたり必要な医療・介護を安心して 充分に受けられるた

めの適切な財源の確保」、「一、国民と医療機関等に不

合理な負担を強いている医療等に係る消費税問題の抜

本的な解決」を要望することが決議されました。 

平成 30 年度「薬剤師賠償責任保険（個人情報漏

えい保険）」等募集開始 
日薬会員向け「薬剤師賠償責任保険（個人情報漏え

い保険）」「休業・長期休業補償保険」の平成 30 年度募

集を開始します（保険期間は平成 30 年 2 月 15 日～平成

31年2月15日、中途加入随時可）。加入対象となる会員

の皆様には 12 月中旬に加入案内をお送りしますので、

ご確認ください。 

案内が届きましたら、必ず内容をご確認の上、案内状

記載の方法でお申し込みください。特に口座引落で手続

きされているにも関わらず、払込取扱票が同封されてい

る場合は、登録情報不備により口座引落を停止していま

すので、新たに加入手続きをお願い致します。 

また、「休業・長期休業補償保険」の募集も開始してお

ります。詳細については、加入の案内（郵送物）に同封さ

れているパンフレットをご参照いただき、是非この機会に

ご加入ください。 
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第 221 号 

平成 30 年度診療報酬改定率決定 
加藤厚生労働大臣と麻生財務大臣は 12 月 18 日、平

成 30 年度予算について折衝を行い、診療報酬本体、薬

価・保険医療材料価格等の改定内容を確認しました。 

・診療報酬本体＋0.55％（国費 ＋600 億円程度） 

各科改定率 医科＋0.63％、歯科＋0.69％、 

調剤＋0.19％ 

・薬価等 

薬価 ▲1.36％（国費 ▲1,500 億円程度）、 

材料 ▲0.09％（国費 ▲100 億円程度） 

・上記のほか、次の項目について措置 

(1) 薬価制度の抜本改革（国費 ▲300 億円程度） 

(2) いわゆる大型門前薬局に対する評価の適正化 

（国費 ▲60 億円程度） 

 

これを受け本会は、同日付で見解を公表しました（以

下抜粋）。具体的な報酬改定項目については、今後中医

協で議論が進められていく予定です。 

非常に厳しい医療保険財政の状況の中、さらには、調

剤報酬や現在の医薬分業に対する厳しい指摘が見受け

られる中で、診療報酬本体についてプラス改定となり、ま

た、医科改定率に対する調剤改定率の配分が堅持され

たこと（医科 1：調剤 0.3）につきましては、大変感謝すると

ともに納得すべきものと考えております。 

しかし、後発医薬品の普及促進などに伴う備蓄医薬

品に係る負担や高額医薬品が増える中、薬価等の引き

下げのほか、前回改定に引き続き、通常改定分とは別

に講じられるいわゆる大型門前薬局に対する適正化の

措置を考慮すれば、保険薬局の経営に厳しい内容であ

ると言わざるを得ません。 

とはいえ、その一方で、特定の薬局群を対象とする適

正化措置については、本会会員を含む複数の薬局の不

始末に対して社会から受けた指摘がその遠因にあること

を踏まえれば、職能団体として極めて残念なことではあ

りますが甘受せねばならぬこととも理解しております。 

本会としては、今回の貴重な改定財源を、患者そして

保険医療の質の向上のために活用していくとともに、『患

者のための薬局ビジョン』の着実な実現に向けてさらに

積極的に取り組んでいくほか、すべての保険薬剤師・保

険薬局が『かかりつけ薬剤師・薬局』として地域住民への

健康サポート機能を発揮し、国民の健康な生活を確保す

るという薬剤師の任務を全うするよう、引き続き支援して

いく所存です。 

与党、平成 30 年度税制改正大綱を決定 
自民党と公明党は、12月14日に「平成30年度税制改

正大綱」を決定しました。薬局関連では、社会保険診療

報酬に係る非課税措置の存続（事業税）が本年度に引き

続き認められました。また、中小企業者が健康サポート

薬局のために取得した不動産に係る不動産取得税の特

例措置が平成 31 年度まで延長されました。 

医療に係る消費税のあり方については、「医療保険制

度における手当のあり方の検討等とあわせて、医療関

係者、保険者等の意見、特に高額な設備投資にかかる

負担が大きいとの指摘等も踏まえ、医療機関の仕入れ

税額の負担及び患者等の負担に十分配慮し、関係者の

負担の公平性、透明性を確保しつつ、平成 31 年度税制

改正に際し、税制上の抜本的な解決に向けて総合的に

検討し、結論を得る。」としています。なお、セルフメディ

ケーション推進のためのスイッチ OTC 薬控除（医療費控

除の特例）は、平成33年12月31日までとなっています。 

平成 30 年度「薬剤師賠償責任保険     

（個人情報漏えい保険）」等募集開始 
日薬正会員向け「薬剤師賠償責任保険（個人情報漏

えい保険）」「休業・長期休業補償保険」の平成29年度満

期日は平成 30 年２月 15 日です。平成 30 年度の保険加

入対象となる会員の皆様には 12 月中旬に加入の案内

（A4 サイズの水色の封筒）を発送しております。薬剤師

賠償責任保険（個人情報漏えい保険）の継続加入を希

望される場合は、平成 30 年２月 14 日までに必ず保険料

の納入をお願いします。 

また、本会より送付している加入案内を紛失された方

は、郵便局備え付けの払込取扱票での保険料納入が可

能です。払込取扱票記載例についてはパンフレット８頁

または本会ホームページ、薬剤師賠償責任保険サイトを

ご覧ください。 
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第 222 号 

中医協、診療報酬等の個別改定項目(案)   
について議論 

中医協（田辺国昭会長・東大大学院教授）は１月 24 日、

26 日および 31 日に、平成 30 年度診療報酬等の個別改

定項目（案）について議論しました。調剤に関連する主な

項目は以下のとおりです。 

① かかりつけ薬剤師の評価 

同意取得様式の整備、月100件以上算定実績がある

場合の特例除外の廃止、在籍期間の見直し 

② 地域医療に貢献する薬局の評価 

基準調剤加算の廃止及び地域支援体制加算の新設 

③ 在宅薬剤管理指導料の居住場所に応じた評価 

単一建物の診療人数に応じた評価の見直し 

④ 効率的で質の高い在宅薬剤管理指導業務の推進 

無菌製剤処理加算の評価の見直し、在宅薬剤管理

指導料における乳幼児に対する業務の評価を新設 

⑤ 薬局における対人業務の評価の充実 

服用薬剤調整支援料の新設、お薬手帳の活用実績

が相当程度認められない薬局に対する薬剤服用歴

管理料の区分の新設、かかりつけ薬剤師指導料・薬

剤服用管理指導料等の見直し、重複投薬・相互作用

等防止加算の評価の見直し、服薬情報等提供料の

評価の見直し、無菌室共同利用等の評価の見直し、

内服薬の調剤料の見直し 

⑥ 常勤の薬剤師に係る週当たりの勤務時間の特例 

育児・介護休業法に定める例外規定の設置（かかり

つけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理

料） 

⑦ 薬局における後発医薬品の使用促進 

後発医薬品調剤体制加算の算定基準の見直し、減

算規定の設置 

⑧ 処方箋様式の見直し 

分割調剤に係る処方箋様式を追加、あらかじめ合意

した方法における残薬調整に係る疑義照会の取扱い

の明確化 

⑨ いわゆる門前薬局の評価の見直し 

対象範囲の拡大、いわゆる同一敷地内薬局の評価

の見直し 

⑩ 未妥結減算の見直し 

「単品単価契約率」及び「一律値引き契約に係る状況」

の報告を行わない場合の減算、未妥結減算及びか

かりつけ薬剤師・薬局の基本的な機能に係る業務を

実施していない場合の減算と統合 

以上の個別項目の各点数は２月７日（水）に答申され

る見込みです。答申されましたら、日薬ニュース号外に

てお知らせいたします。 

 

平成 30 年度介護報酬改定が答申 

 社会保障審議会・介護給付費分科会は 1 月 26 日、厚

生労働大臣より社会保障審議会へ諮問された平成 30年

度介護報酬改定について取りまとめました。 

薬剤師に関する主な改正等は以下のとおりです。 

居宅療養指導費 

（介護予防居宅療養管理

指導費も含む） 

単一建物 

居住者の人数 
単位数 

病院又は診療所の 

薬剤師 

1 人 558 単位 

2～9 人 414 単位 

10 人以上 378 単位 

薬局の薬剤師 

1 人 507 単位 

2～9 人 376 単位 

10 人以上 344 単位 

・特別地域加算：所定単位数の 100 分の 15 

・中山間地域等における小規模事業所加算：所定単位

数の 100 分の 10 

・中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算：所

定単位数の 100 分の 5 

  

詳細は下記の厚生労働省 HP の介護給付費分科会資

料をご参照ください。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000192309.html 

平成 30 年度「薬剤師賠償責任保険        

（個人情報漏えい保険）」等募集中 

日薬正会員向け「薬剤師賠償責任保険（個人情報漏

えい保険）」「休業・長期休業補償保険」の平成29年度満

期日は２月 15 日です。平成 30 年度の保険加入対象とな

る会員の皆様には12月中旬に加入の案内（A4サイズの

水色の封筒）を発送しております。 

継続加入をご希望の場合は、平成 30 年２月 14 日まで

に必ず保険料の納入をお願いします。また、本会より送

付している加入の案内をお持ちでない方も、郵便局備え

付けの払込取扱票での保険料納入が可能です。保険

料・払込取扱票記載例についてはパンフレット８頁また

は本会 HP をご覧ください。 
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231 
平 成 ３ ０ 年 ２ 月 ７ 日 （ 水 ）

中医協、平成 30 年度診療報酬改定について答申 
中央社会保険医療協議会（田辺国昭会長・東大大学院

教授）は、本日午前、平成 30 年度診療報酬改定について

加藤厚生労働大臣に答申しました。 

かかりつけ薬剤師の評価、地域医療に貢献する薬局の

評価、在宅薬剤管理指導業務の推進、対人業務の評価

の充実、後発医薬品の使用促進、いわゆる門前薬局の評

価の見直し等が示されました。 

また、附帯意見として、かかりつけ薬剤師の取組状況等

の影響を調査・検証し、患者本位の医薬分業を実現する

ための調剤報酬の在り方について引き続き検討すること

等が示されました。 

算定要件等の詳細は、３月上旬予定の官報告示及び

関係諸通知をご参照下さい（本会 HP にも随時掲載予

定）。 

平成 30 年度改定の主要項目（薬剤師関係） 

<かかりつけ薬剤師の評価等> 

かかりつけ薬剤師指導料等 

①当該保険薬局に６か月以上在籍→１年以上在籍 

②週32 時間以上勤務→育児・介護休業法で定める期

間は週 24 時間以上かつ週４日以上の場合を含む 

<地域医療に貢献する薬局の評価> 

新設→地域支援体制加算 35 点（基準調剤加算は廃

止） 

<訪問指導料における居住場所に応じた評価> 

在宅患者訪問薬剤管理指導料 

同一建物居住者以外 650 点、同一建物居住者 300 点

→単一建物診療患者１人 650 点、同患者２～９人 320

点、それ以外の場合 290 点 

<効率的で質の高い在宅薬剤管理指導業務の推進> 

無菌製剤処理加算 

中心静脈栄養法用輸液 65 点→67 点、抗悪性腫瘍剤

75 点→77 点、麻薬 65 点→67 点（６歳未満の乳幼児

はそれぞれ 130 点→135 点、140 点→145 点、130 点

→135 点） 

<薬局における対人業務の評価の充実> 

①かかりつけ薬剤師指導料 70 点→73 点、同包括管

理料 270 点→280 点 

②新設→服用薬剤調整支援料 125 点 

③薬剤服用歴管理指導料 

・６か月以内の再来局 38 点→41 点、それ以外の場合

50 点→53 点、特養入所者 38 点→41 点 

・手帳なし又は調剤基本料１以外の場合 50 点→53 点 

・新設→６か月以内の再来局の患者のうち、手帳あり

の割合が５割以下の薬局→13 点 

④乳幼児服薬指導加算（薬歴）10 点→12 点 

⑤重複投薬・相互作用等防止加算 30 点→残薬調整

以外 40 点、残薬調整 30 点 

⑥在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料 30 点

→残薬調整以外 40 点、残薬調整 30 点 

⑦服薬情報等提供料 20 点→服薬情報等提供料１（保

険医療機関の求め）30 点、同２（患者又は家族等の

求め）20 点 

⑧内服薬調剤料 15～21 日分以下 70 点→67 点、22

～30 日分以下 80 点→78 点、31 日分以上 87 点→

86 点 

<薬局における後発医薬品の使用促進> 

①後発医薬品調剤体制加算１（18 点）：65％→75％、

同加算２（22 点）：75％→80％、新設→同加算３（26

点）85％ 

②新設→後発医薬品の数量割合が２割以下の場合、

調剤基本料から２点を減算（受付回数が月 600 回

以下の薬局は除く） 

<処方料及び処方箋様式の見直し> 

分割調剤に係る処方箋様式の追加等 

<いわゆる門前薬局の見直し> 

調剤基本料２→(1)月 4,000 回超・集中率７割超、(2)月

2,000 回超・集中率 8.5 割超、(3)特定の保険医療機関

に係る処方箋受付回数が月 4,000 回超（同一建物内

に複数保険医療機関が所在する場合はその全ての

処方箋を合算等） 

調剤基本料３（20 点）→ (1)同一グループの処方箋が

月４万回超～40 万回以下、集中率 8.5 割超または特

定の保険医療機関と不動産の賃貸借関係あり→20

点、(2)同一グループの処方箋が月 40 万回超、集中率

8.5 割超または特定の保険医療機関と不動産の賃貸

借関係あり→15 点 

特別調剤基本料（調剤基本料 1～3 以外）15 点→10

点（病院敷地内を含む） 

調剤基本料４、５→廃止 

<その他> 

①単品単価契約率や一律値引き契約に係る状況等

に係る報告を求める（行わなかった場合は未妥結

減算を適用） 

②未妥結減算とかかりつけ薬剤師・薬局の基本的業

務を実施していない場合の減算の点数を統合 


